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序　　　　　文

ドミニカ共和国では、国内の貧富格差および医療従事者の技術的低水準が原因で、主として低

所得者を中心とする国民大多数の医療ニーズが満たされない状況にあるため、ドミニカ共和国政

府は画像診断技術に関するわが国の技術協力を要請越しました。

これを受け、当事業団は事前調査（1997 年 8 月）、短期調査（1998 年 8 月）を実施し、ドミニカ

共和国の当該分野の現状とわが国協力の可能性を検討した結果、今般、プロジェクト方式技術協

力を開始すべく、1999 年 10 月に大分医科大学 中山 巌 学長を団長とする実施協議調査団を派遣

し、10 月 8 日に討議議事録（R ／D）の署名を行いました。本報告書はこの実施協議調査の結果を

取りまとめたものです。

ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意を表しますとともに、今後

のプロジェクト実施、運営にあたり、関係各位の更なるご協力をお願いする次第です。

19 9 9 年 10 月

国 際 協力事業団　　

理事　阿部　英樹　　
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（3）調査団の目的

本調査団は、本プロジェクトの最終的な協力内容、協力方法、協力対象等の特定と協力実

施計画策定を行い、討議議事録（R ／D）および暫定実施計画（TSI）の署名・交換を行うこと

を目的として、1999 年 10 月 3 日から同年 10 月 11 日までの日程で派遣された。

なお、本件にかかる主な協議および確認内容は下記のとおりである。

①プロジェクトの実施体制

・プロジェクト運営体制、責任所在（責任機関、実施担当機関）

・カウンターパート配置計画（医学教育・訓練センター職員配置計画ほか）

・予算措置

②プロジェクトの基本計画

・協力方針、目的

・活動内容

③ TSI

・専門家派遣

・研修員受入れ

・機材供与

④プロジェクト運営上予想される問題点と対応策

⑤上記協議結果に基づく R ／ D 内容の確定および署名

1 － 2　調査団の構成

　　　  担　当　　　　　氏　名　　　　　　　　所　　　属

団 長　総　　括 中山　　巌 大分医科大学　学長

団 員　疫　　学 宮田　　彬 大分医科大学　生物学教室教授

団 員　放 射 線 森　　　宣 大分医科大学　放射線医学講座教授

団 員　協力計画 不破　直子 国際協力事業団 医療協力部医療協力第二課職員

団 員　プロジェクト 小林　育夫 国際協力事業団 医療協力部医療協力第二課特別嘱託

　　　管理
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1 － 4　主要面談者

（1）「ド」国側関係者

1）保健省

Dr. Juan Octavio Ceballos 保健大臣

Dr. Ramon Camacho 副大臣（計画部門人材育成局長兼任）

Dra. Valery Sanchez Diaz 保健部門 病院局総務担当副局長

Lic. Mary Reyes 計画部門 計画システム局プロジェクト課長  ※

Dr. Rafael Montero 保健部門 保健局医療機材担当職員

Dra. Olga Rodriguez 保健部門 レジデント・大学院局 技術分野担当職員

Dr. Jose Bonnet アイバール病院長

Dr. Vincent Batista Lemaire アイバール病院 放射線部長  ※

Dra. Mariana Urbaez アイバール病院消化器疾患センター長

Dr. Ruben Dario Pimental アイバール病院消化器疾患センター 調査教育部長

Dr. Jose Luis Fleck アイバール病院消化器疾患センター 放射線部長

Dr. Mercedes Castro Bello アイバール病院消化器疾患センター 疫学部長

Dra. Maria Eugenia Corniel de Bahrami 国立カブラル病院放射線科医  ※

上記 ※（3 名） は 1999 年度受入れカウンターパート研修員候補者

2）大統領府技術庁

Dra. Catherine Abreu 国際協力担当技術次官補佐

（2） 日本側関係者

1）在「ド」国日本大使館

渡辺　利夫 参事官

加藤　なおみ 三等書記官

2）JICA「ド」国事務所

青山　豪 所長

大場　美紀子 所員

David Batista ナショナル・スタッフ

3）大統領府技術庁

羽田　由紀子 個別（開発計画）専門家

4）その他

島崎　マリ 通訳
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2． 要　約

本調査団の目的はR ／D、TSI への署名および「ド」国側実施体制の確認にあり、また、プロジェ

クトを円滑に始動せしめるため「ド」国保健省およびアイバール病院と活動内容を協議することで

あった。

アイバール病院は 1990 ～ 96 年まで実施した「消化器疾患研究・臨床」プロジェクトを通してプ

ロジェクト方式技術協力のスキームをおおむね理解しており、今般、無償資金協力で 2000 年 3 月

完成予定の医学教育・訓練センターにおいて実施されることとなる本「医学教育」プロジェクトに

ついても、1997 年 8 月の事前調査および 1998 年 8 月の短期調査を踏まえた本実施協議調査では

「ド」国側負担措置および活動内容について意見の重大な相違はなく、R ／D の詳細調整および協

力期間の 5 年間にわたる実行計画の検討等がなされた。

R ／ D に盛り込まれた協力内容は以下のとおりである。

【上位目標】

　「ド」国全体の医療水準向上

【プロジェクト目標】

　アイバール病院医学教育・訓練センターにおいての画像診断水準向上と公衆衛生概念の普及

【成　果】（対象者はアイバール病院レジデント医師を含む医療者、パラメディカル）

　アイバール病院レジデント医師訓練課程において

　　①画像診断に関する指導内容の改善

　　②疫学をレジデント訓練基礎課程に導入

　　③レジデント医師訓練のマネージメント能力向上

　アイバール病院において

　　①放射線技師、放射線科看護婦の技能向上

　と設定した。

次に協議概要について述べるが、主たる議題は以下の 2 点であった。

（1）R ／ D、TSI の各案協議

（2）「ド」国側実施体制（カウンターパート人員および予算措置）確認

（1）R ／ D、TSI の各案協議

1）全　般

部分的微修正を除き、当方からの説明案の内容で合意に達し、保健省セバジョス大臣およ
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び中山団長が 10 月 8 日に R ／ D と TSI に署名した。なお、R ／D と TSI 共に英文、西文共

に正文としたことに対し、当初「疑義の際は英文を優先する」の一文の挿入につき「ド」国法

に反するとセバジョス大臣が難色を示したが、最終的には「ド」国外務省法務担当部局の判

断により大臣の理解を得、署名の運びとなった。

また、プロジェクト名称およびセンター名は、無償資金協力との混同を避け、かつプロジェ

クト活動内容を明確に示すため、各々 Medical  Educat ion and Training Project および

Medical Education and Training Center とすることで合意に達した。その他 R ／ D 中の協

議事項は以下のとおりである。

2）プロジェクト実施体制

大臣（あるいは大臣の任命する者、次官となる模様）が総責任者（Pro j e c t  Gene r a l

Director）、実際の責任者およびマネージャーとしてアイバール病院長（Project Director）お

よび医学教育・訓練センター長（英文タイトルでは Sub Director、本プロジェクトでの

Project Manager）があたることとなり、またR ／D には記されないが、これまで本プロジェ

クトの準備にあたっていた保健省計画システム課長（レイジェス女史）が専従のプロジェク

ト調整員としてセンターに常勤することとなった。

調査団からは責任者に次官の明記を求めたが、実際上大臣に任命されることとなろうから

両名の併記は不要であり、また省としてのプロジェクトへの責任を明確にするため大臣は不

可欠との先方の主張で上記のとおりとなった。

また、合同委員会は、上記に従い大臣を委員長とすることが「ド」国側から強く要求され、

日本側チームリーダーを副委員長兼副議長、アイバール病院長を事務長兼議長とすることで

合意に達した。さらに、UASD（サント・ドミンゴ自治大学）在学生を技術移転対象に含める

ことから UASD 教育部長をメンバーに、またオブザーバーとして日本大使館ならびに「ド」

国援助受入窓口である大統領府技術庁からの参加者が加わることとなった。大統領府技術庁

には委員会の正式メンバーとしての参加を依頼したが、同庁では 3 名ですべての援助受入れ

を調整している関係上、恒常的に人員を割くことは不可能なのでオブザーバーに留めてもら

いたいが、必要に応じて調整努力に支援を惜しまないとの回答であった。

3）プロジェクト活動内容

画像診断水準の向上に関しては、「ド」国側より TSI 案よりも多岐にわたる活動（アンギオ

診断指導、眼部カテーテル指導、アイバール病院心臓病センターとの連携等）および TSI 案

で想定した訓練対象者以外のレジデント医（アイバール病院レジデント訓練課程 8 科以外の

22 科のレジデント医）への教育支援も行ってほしい旨を期待する発言があったが、確実な技

術移転のため主目的は TSI での活動範囲内とすることで合意に達した。

放射線科については、すでに全国統一カリキュラムができているものはそれを含むこと、
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できていない科についてはカリキュラム作成から活動内容に含めることも確認された。

さらに、プロジェクトの持続性確保のためには適正な検査料金の設定および教育用画像の

管理が必須であるとの調査団の問題意識から、今般 TSI には含めていなかったが、医療機材

維持管理および病院管理の 2 名の専門家派遣の必要性を質したところ、「ド」国側からは、両

分野の専門家は非常に需要が大きいとの回答であったので、その根拠、背景と期待される業

務内容等を整理し提出するよう依頼した。今後、同要請内容に鑑み、その派遣可能性を検討

することとなった。

疫学については当方の TSI 案に特にコメントはなく、今後、活動の詳細計画を検討してい

くこととなった。

その他、医学教育・訓練センターの基本的運営制度始動支援も活動計画に含めることが確

認された。

（2）「ド」国側実施体制

実施体制については、当初調査団の期待していた措置は準備されていなかったが、

①カウンターパート人員を日本側専門家の着任前に配置する旨のM ／M 署名および配置図

の入手、

② 2000 年予算を当方の見積もる必要額を計上して予算担当省庁に申請する申請書の写（セ

バジョス大臣署名）入手、

により確認した。

①カウンターパート人員については、人選が了していないためチームリーダーのカウンター

パートの重要な 1 人となるセンター長との面接は適わなかったが、業務調整担当者（前述

のレイジェス課長）、および教育部長候補者、疫学部長候補者等が会議に参加。また 1999

年度カウンターパート研修員候補者で、帰国後は派遣専門家（放射線医師）のカウンター

パートとなる予定の放射線医 2 名と面接を行った。

②予算に関しては、「ド」国側は無償資金協力「医学教育・訓練センター建設計画」基本設計

報告書のなかの「ド」国側負担予算措置で示されている金額を 2000 年用予算申請書に計

上していたが（カウンターパートを含む全センター職員の人件費も含む）、それでは教育

部門の運営予算が不足するため、調査団の見積もる必要経費を計上した 2000 年用予算申

請書を作成したことを確認した。必要額計上後の申請額は人件費52 万US ドル、教材・消

耗品費 32 万 4,000US ドル、施設・機材維持費 31 万 2,000US ドル、電気・電話・水道等

費用として9 万5,000US ドルの合計125 万2,000US ドル（うち疫学部分28 万9,000US ド

ル）である（詳細は附属資料④）。本申請額は保健省より「ド」国予算担当省庁への要求額

であるが、国際協力プロジェクトに関しては通常要求どおりの申請額が許可されるとの
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説明であった。ただ、事務所および大使館によれば、予算承認は実際の支出を確約する

ものではないとの情報もあり、今後必要に応じて確認作業を続けていく必要があると思

われる。

また調査団より、技術移転対象者のセンター定着を促進するため、特に放射線医（教官）

等技術面で鍵となるカウンターパートの給与・手当には配慮するよう申し入れた。



─ 9 ─

3． 総　括

（1） 協力の背景

「ド」国では栄養不足、家庭・社会一般の衛生観念の欠如等により、母親および乳幼児の死亡

率が高い。そのほかにも、急性呼吸器感染症、消化器・呼吸器・乳腺・前立腺の悪性腫瘍による

死亡率も高い。「ド」国政府としても各種の対策を講じているが、保健医療従事者の技術水準が

低く、第一次医療水準向上、公衆衛生教育普及などの実効があがっていないため、レジデント

医師、医学生、看護婦などの医療従事者に対する実習、再教育システムの改善を目標とした技

術協力プロジェクトを要請越したのが本医学教育プロジェクトである。

 「ド」国政府はアイバール病院と付属の消化器疾患センターなどで実施する外科、内科、麻

酔科、眼科、産婦人科、新生児科、放射線科、消化器科および公衆衛生の分野のレジデント医

師の育成と、医学生や看護婦などの医療技術者に対する実習、訓練制度の確立および技術向上

と同時に医学研究施設としての充実と医学教育者、研究者の育成を強く希望している。 本プロ

ジェクトは、全国の公的医療施設での良質な医療サービス提供を最終的な目標と位置づけ、「ド」

国保健省の医師教育指定病院であるアイバール病院に建設される医学教育・訓練センターで、画

像診断技術の水準向上および公衆衛生概念の涵養を二本柱に、レジデント医師等医療従事者に

高度の医療教育を行うものである。

（2）主幹病院の構成

アイバール病院は医師 229 名、看護婦356 名、その他医療従事者を含め1,000 名あまりを擁し

22 の診療科をもつ国立の総合病院であり、主としてUASD 医学部修士課程学生の臨床教育も担

当する教育病院でもある。病院には、内科、外科など 8 コースのレジデント医師訓練課程があ

り、保健省、UASD あるいは病院の教育委員会などの指導、協力下で作成されたカリキュラム

に従い、総計 117 名のレジデント医師訓練を行っている。各科によりそれぞれ年限は異なるが、

教育期間はおおむね 3 ～ 4 年間で、レジデント医師の一部は、「ド」国のその他の国立病院との

間でローテーションをしている。

協力分野については、要約部分で述べたとおり「ド」国側は内科、外科、新生児科、産婦人科、

麻酔科、眼科、放射線科、消化器科の 8 つのレジデント訓練課程全科への協力を要請してきた

が、すべての分野での協力は不可能なので、先方が特に重要視している画像診断技術の向上お

よび公衆衛生学（疫学研究）概念の涵養を今回の目標と設定することで合意に達した。この、臨

床医に公衆衛生学的思考を涵養させる必要性があるとする理念は、「ド」国保健省関係者も痛感

している事実であった。この協議の結果、放射線医長 1 名と放射線専門医 4 名、公衆衛生医長

1 名と公衆衛生専門医 4 名をカウンターパートとして配置し、画像診断部門および疫学部門での
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指導者を育成する若い人材補給の強化を図りたいと強い希望を述べていた。

また、基礎医学分野では、公衆衛生学関連分野の講座のほかに、画像診断学の習得には欠か

すことのできない病理学、解剖学講座等の協力が不可欠である。

（3） 団長所感

今回の調査で最も強く感じたことは、アイバール病院の関係者はもとより、保健省の関係者

がこのプロジェクトに寄せる期待の大きさで、R ／D およびTSI には多少の変更はあったが、大

筋において調査団が出発前に作成した原案に沿って合意、署名することができた。

本プロジェクトの開始で保健省、アイバール病院、UASD の三者の密接な連携が生まれ、今

後の運営にもそれが持続されることが強く期待できる。これは「ド」国の医学レベル向上に貢献

できると確信する。
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4． 調査結果

4 － 1　実施体制

（1）画像診断部門

1）カウンターパート

カウンターパートについては、5 名の放射線科医がフルタイムとして医学教育・訓練セン

ター画像診断部門にて勤務することに同意しているが、予算が未確定なので雇用契約段階で

はないことが「ド」国側から報告された。このうち 1999 年度カウンターパート研修員候補の

2 名（ヴィンセント・バチスタ医師、マリー・ロオエジア医師）の面接を行ったが、基礎的な

画像診断の知識と十分な英語力はあるものと判断された。「ド」国側よりあわせて、この 2 名

は研修終了後帰国して最低 2 年間は同センターで勤務するという契約になっている旨の説明

があった。また、「ド」国側に対し、今回の技術協力は画像診断診療を行いながら将来の「ド」

国の画像診断部門の指導者を育てることが目的であるので、長期間にわたり教育に携われる

放射線科医を選んでほしいこと、同センター定着のため給与には十分配慮してほしいことを

要望した。これに対し「ド」国側から概算での給与案が示された。

2）予算

予算に関して、「ド」国側は、無償資金協力「医学教育・訓練センター建設計画」基本設計

報告書での「「ド」国側負担措置」の頁に基づき年間運営維持管理費用（教育、医療機材）を

算出していたが、その算出根拠を検討すると以下の不適切な項目があり、それぞれ訂正して

新たに算出して申請することが確認された。

①各画像診断の 1 日の検査数が少なく見積もられている。特にX 線CT ではヘルカル撮像

式であるし造影剤使用症例も限られてくると予測され、1 例 当たりの検査時間は数分

～ 10 分内外と考えられるので、大幅に多く見積もり直す必要がある。超音波診断装置

（2 台）は 16 名／日および12 名／日をどちらも40 名／日へ、X 線CT 装置は 14 名／日

で 20 スライス／名を 70 名／日で 30 スライス／名へ、イオン性造影剤を 1 名／日から

4 名／日へ、非イオン性造影剤を 1 名／日から 3 名／日へ、マンモグラフィは 12 名／

日から 25 名／日へ、X 線一般撮影は 32 名／日から 100 名／日へ変更した。

②X 線 CT 装置の年間保守契約料が日本での数分の一の 40 万円あまりで不十分と思われ

たので、日本での平均的な保守料（200 ～ 400 万円）に照らし 400 万円と変更した。

③教育用のコピー用フィルム 20 枚／月を 200 枚／月と増量した。

④そのほかに画像診断フィルム収納袋、画像診断Official report 用紙、CT 画像保管用に

magnetico-optic disc（MOD）も追加することとした。

⑤関連図書とパーソナルコンピュータも可能な数量は申請することとした。
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上記①～⑤に応じて計上し直した予算が、今回入手した予算申請書案（附属資料④）である。

3）その他（専門家派遣）

医学教育・訓練センターの運営費と、ひいては国民の裨益効果にもかかわるという問題意

識から、日本側から画像診断検査料の設定についての考えと、輸入せざるを得ないと考えら

れる高額な造影剤の供給性（価格、流通等）、また教育にもかかわる医用画像 digital data の

保管に必要なMOD の供給性について質問したが、明確な回答は得られなかった。このため

もあり、前述のとおり病院管理および医療機材維持管理の専門家派遣の必要性を質問したと

ころ、「ド」国側からは必要であるという回答であった。

（2）疫学部門

1）カウンターパート

R ／ D 協議の席上示された医学教育・訓練センター組織図（附属資料④）における疫学部

門の人員は、部長（医師）1 名、秘書 1 名、講師 4 名、ラボ主任 1 名、ラボ職員 2 名、合計 9

名を配置する予定とのことであった。上記の人員のうち講師とは疫学専門家のことで、当初

は 2 名の予定であったが最近、4 名に増員することになった。この部門は撮影したフィルム

の管理等も行うことになるが、新たな 2 名の増員は純粋に疫学研究・教育を目的としている。

この部門が扱う事項は、①情報収集とその利用、②プライマリー・ヘルス・ケア、③予防

医学と公衆衛生、④疫学統計の 4 つである。つまり疫学というよりは公衆衛生学という方が

正しいが、「ド」国ではそれらも疫学部門の活動に含めており、このプロジェクトでは疫学と

いう用語で差し支えないと考えられる。

2）予算

2000 年度の「ド」国側の予算で疫学関係の物品・機材購入等を含めた額を確保するよう要

請し、附属資料④記載の金額を計上するという回答を得た。

4 － 2　活動計画

（1）画像診断部門

1）「ド」国側から、全国の 22 以上のレジデント医師養成カリキュラムの改善が国家レベルで

進行中であること、内科、外科は未着手だが、放射線科、小児科、産婦人科は開始されてい

る旨の説明があった。そこで、画像診断教育についてすでに統一されたカリキュラムができ

ているものはそれを含むこと、できていない科はカリキュラムの作成から活動内容に含むこ

とが確認された。

また「ド」国側から、レジデント医師養成プログラムは例年7 月 1 日より開始するため、放

射線科以外の 7 科のレジデントのローテイト案は、国家レベルでのレジデント医師養成委員
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会にはかる時間も考慮し、2000 年 4 月には決める必要があるという要望が出されたが、プ

ロジェクトの活動開始後に、また、カウンターパート研修で訪日する業務調整担当者と、日

本側専門家派遣予定者等とで、2000 年 3 月末までに 7 科のスケジュールを確認したうえで

時期、年次等を検討することとした。

2）「ド」国側から、レジデント医師以外の放射線科医や、アイバール病院の 8 科以外のレジ

デント医師の教育支援の要望もあったが、基本的にTSI での活動内容（臓器別、分野別講義、

セミナー）を中心とすることで合意に達した。また、本来の対象者以外のレジデント医師等

（放射線技師、看護者を含む）が小グループ講義、カンファランスに自由参加できることと

して、アイバール病院から参加証明書を発行する研修単位取得制度があることを確認した。

3）「ド」国側から脳血管、眼センター、および心臓センターでも派遣放射線科専門医の指導

を受けたいと要望があったが、医学教育・訓練センターでの運営、教育が活動の第一義であ

るので、余力があれば 1 日に 30 分～ 1 時間の範囲内で、血管造影カテーテルの選択や検査

方法、および診断の指導を行うことも可能であると説明した。撮影されたフィルムを医学教

育・訓練センターにて診断等についてディスカッションするのは可能であり、重要な症例の

フィルムは同センターでの教材とすることにした。

（2）疫学部門

疫学とはもともと「伝染病流行の経過を観察し、その蔓延と終息に関係する原因を究明し、

対策を立てる」ことであるが、今では一般の病気にも対象を広げて使われている。また公衆衛

生学とは「地域社会の病気を予防し、肉体的・精神的な健康の増進を図る」こととされている。

公衆衛生学と疫学は、日本・「ド」国間で考え方が違い、「ド」国側はこの両分野をあわせ、一

貫して疫学（Epidemiology）と表現している。病院に疫学専門家がおり、彼らは疾病別症例

数、その国内分布、季節変動、死因等を調べ、統計をつくることを担当している。つまり「ド」

国では疫学は「医療統計」と同意語的に使われている。それらの統計が保健省に集められ、死

因別、年齢別、性別、地域別等に整理されると、病気の予防と健康の増進を図る公衆衛生学

的な政策立案のための資料とされる。保健省はその役割を認識している。また、保健省関係

者は、地方の診療所の一般医が作成した死亡診断書は信頼度が低いことを自覚しており、死

因等の統計をあまり公表したがらない。統計の信頼性を高めるためには、追跡調査や野外調

査を実施しなければならない。医学教育・訓練センターのラボは、その役割をも担うもので

あると考えられる。

他方、「ド」国側が求めている疫学教育には、必ずしも医療統計に限らず、検査技師の微生

物や寄生虫など病原体の検出・同定技術能力の改善や機器の精度管理のレベルアップ等も含

まれている。
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本プロジェクトとは別に、「ド」国保健省は UASD のベテラン検査技師を対象として毎年

テーマを変えて実習を含む疫学上級コースを保健省／UASD で共催しており、今回の無償資

金協力によるセンター施設建設とプロジェクト実施により、将来的に同コースへの協力も検

討可能となろう。

「ド」国側の新センターでの疫学の講義実習の要請は、以上のような背景に基づくものであ

る。

上記を踏まえ、疫学部門では次の 2 つの課題を中心に実施することとする。

①ラボにおける病原体の検出と同定、型別診断技術・媒介動物調査法等の技術移転。

②血清学、媒介動物・寄生虫調査の野外実習。

主として疫学部長、2 ～ 4 名の疫学専門家とラボ主任、ラボ職員が「ド」国側のカウンター

パートである。公衆衛生関係の具体的な実施計画は、プロジェクトリーダー、疫学分野の長

期専門家が赴任し、センターが開院して画像診断部門も始動してからあらためて実施可能な

テーマを検討し、「ド」国の 2001 年度予算にそのために必要な経費等を計上するように折衝し

活動を始める予定である。

まだセンターは完成していないが、疫学関係専門家の最初の目標は次の 2 点となる。

①ラボ開始を支援し、各科レジデント医師、その他技師たちに疫学教育を行う体制を整

える。特に疫学専門家はレジデント医師に対する微生物学実習（日本の医学部で行われ

ている実習程度のレベルが目標）の指導を前提にラボを準備することになっている。

②また、新ラボ主任の教育を行う。毎年保健省とUASD が行っているベテラン検査技師

に対する特別コースも可能な範囲で支援する。

疫学部門の場合は、画像診断部門が活動を始めることによって生じてくる新たな問題と取

り組むことも大きな目的のひとつである。特に、診断結果として乳ガンが多発する地域等の

存在が浮かび上がってきた場合などは、必ずしも感染症にこだわらずその原因究明に率先し

て関与しなければならない。またプロジェクト期間中にデング熱等、感染症の流行があれば、

当然それへの対応が必要とされる。

さらに、「ド」国の寄生虫蔓延状況等はセンターのラボでできるだけ把握し、「ド」国側が自

力で対応できるよう十分な技術と設備を備えさせるべく技術移転が必要である。
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　　　　　⑥－ 3　保健省組織図
























































































































































	表 紙
	序 文
	写 真
	地 図
	目 次
	1．実施協議調査団派遣
	1－1 調査団派遣の経緯と目的
	1－2 調査団の構成
	1－3 調査日程
	1－4 主要面談者

	2．要約
	3．総括
	4．調査結果
	4－1 実施体制
	4－2 活動計画

	附属資料
	①－1 R／D英文
	①－2 TSI英文
	①－3 M／M英文
	②－1 R／D西文
	②－2 TSI西文
	②－3 M／M西文
	③－1 R／D和文
	③－2 TSI和文
	④ 保健省回答書（2000年度予算申請書、医学教育・訓練センター機構図）
	⑤ 供与機材配置計画リスト（無償資金協力、プロジェクト方式技術協力）
	⑥－1 補足情報
	⑥－2 R／Dの言語に関する「ド」国外務省見解
	⑥－3 保健省組織図


